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今回の主な内容
●３月定例会 …………………2～4 P
●委員会報告 …………………5～7 P
●一般質問 ……………………8～9 P
●編集後記　その他 ……………1 0 P

院　　　長 篠 原 健 次

診療科目 内科・循環器科・外科・整形外科・皮膚科・
泌尿器科・眼科・耳鼻咽喉科・発達小児科・
リハビリテーション科・放射線科

病床数及び 一般病棟　1 2 5床
入所定員

落成した東和病院



制定したもの
・周防大島町職員の再任用に関する条例
一部改正したもの
・周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇等に関
する条例
・周防大島町職員の育児休業等に関する条例
・周防大島町一般職の職員の給与に関する条例
・周防大島町船舶職職員の給与及び旅費等に関する条例
・周防大島町営渡船設置及び運営に関する条例
・周防大島町報酬及び費用弁償条例
・周防大島町行政財産使用料徴収条例
・周防大島町手数料徴収条例
・周防大島町社会教育委員に関する条例
・周防大島町青少年問題協議会設置条例
・周防大島町道路占用料徴収条例
・周防大島町営住宅及び一般住宅条例
・周防大島町漁港管理条例

変更したもの
・周防大島町過疎地域自立促進計画
・新町建設計画
・山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体
の数の減少及び山口県市町総合事務組合規約

策定したもの
・辺地総合整備計画
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条例の制定・一部改正＆規約の変更

平成26年度の新規事業と予算･概要

平成2 6年第１回定例会（３月定例会）が、３月６
日から2 4日までの1 9日間の日程で開かれました。
議会初日と２日目に、町長から施政方針なら
びに議案の説明、補正予算の審議、採決を行い、
平成2 6年度予算案と条例は、所管の委員会へ付
託審議としました。

1 0日には各常任委員会へ付託された事項につ
いて審議を行い、1 8日に一般質問、最終日の
2 4日には、各常任委員長の報告の後、討論、採
決が行われ、最終日に提出された補正予算案１
件等、全4 5議案をすべて可決しました。

・発達障害理解推進拠点事業･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 2 2万円
拠点校を設けての実践研究
・スクールソーシャルワーカー派遣事業･ ･ ･ ･1 3 9万4千円
学校外の関係機関との連携を一層強化し、児童生徒
が安心して学校生活を送ることができるよう支援
・読書活動推進事業･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 2 8万5千円
久賀・城山・明新・安下庄の４小学校に読書活動推
進員を配置
・コミュニティー・スクール事業･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･2 2 7万4千円
教職員、保護者、地域住民の協働により子供たちの
豊かな成長を支えてゆく
・地域資源活用新ビジネス応援事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 5 3万円
新たな地域ビジネスにつながる活動をする個人や団
体に対する支援
・農地中間管理機構事業･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 5 5万5千円
県が指定する中間管理機構により農用地の利用効率
化や高度化を図る
・定住促進離島活性化事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･2 6 0万円
離島からの海上輸送費の助成
・電気自動車充電器設置事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･8 0 6万円
電気自動車の急速充電器の設置
・久賀・大島地区公共下水道事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･4 , 6 7 6万6千円
久賀・大島地区の公共下水道整備
・公衆トイレ新築事業（安下庄） ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 , 6 2 2万2千円
・臨時福祉給付金 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1億6 , 1 1 5万円
消費税引き上げによる負担軽減
・高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、地域福祉
計画策定･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･3 9 1万4千円
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成2 7年度
～平成2 9年度）の策定、地域福祉計画の見直し
・津波ハザードマップ整備事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･5 1 5万2千円
津波ハザードマップの作成、配付
・移住者向け空き家バンク登録推進事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 5 0万円
移住者向けに空き家のリフォームや家財処分費用を助成
・スポーツ推進計画策定事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･3 8 0万円
スポーツ基本法に基づき周防大島町スポーツ振興計
画を策定
・スポーツ観光誘致事業 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･2 3 0万円

J T B等の協力を得てサイクリングイベントを実施
・橘総合支所及び日良居庁舎整備事業･2億8 , 0 2 2万円
橘総合支所改築工事及び庁舎として利用する旧日良
居中学校の改修工事
・婚活イベントの共同開催（柳井地区広域行政連絡協議会）
・周防大島町誕生1 0周年記念式典 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･3 3 2万3千円
・久賀の諸職用具特別公開展及び薫蒸事業
・文化交流センター周防大島町誕生1 0周年企画展示会
・文化振興事業補助金･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･6 0万円
文化団体主催による1 0周年にふさわしい文化振興を
図る事業を公募し、補助金を交付
・合併記念オリジナルナンバー（原動機付自転車）
みかキン・みかトトをデザインしたオリジナルナン
バーを交付

人権擁護委員の候補者として同意
古 田 紹 雄 氏（外入）

・子育て世帯臨時特例給付金 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 , 4 3 0万円
消費税引き上げによる子育て世帯への負担を軽減
・風しん予防接種事業･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･1 2 3万2千円
抗体検査及びワクチン接種費用の一部を助成
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前年度に比べて
２億2,100万円（1.6％）の増

一般会計予算で
は、総額で前年度
対比２億2 , 1 0 0万

円の増（1 . 6％）となっている。
特別会計の総額では、同１億7 6 3万

2千円の増（1 . 2％）となっている。
地方債では、一般会計と特別会計を
合わせた単年度の増減は、２億4 , 1 6 6
万4千円の減となる。
平成2 6年度末の残高見込は、一般会
計で1 9 4億7 , 8 3 5万5千円、特別会計
（含公営企業局会計）で、1 6 2億7 , 1 6 0万9
千円である。

収益的収入　５３億６,１９４万８千円
収益的支出　５３億６,１４０万５千円
資本的収入　　８億２,７８０万　　円
資本的支出　　９億　５０６万１千円

予算額（千円） 対前年増減率(％)
国民健康保険 3 5億5 , 5 3 0万6 ▲1 . 5
後期高齢者医療 4億4 , 3 8 2万6 4 . 4
介　護　保　険 3 3億9 , 7 5 7万6 3 . 1
簡　易　水　道 8億2 , 1 3 5万1 ▲1 . 8
下　　水　　道 3億8 , 5 3 7万3 1 1 . 4
農業集落排水 3億2 , 7 3 1万4 ▲1 . 4
漁業集落排水 5 , 0 1 2万6 5 5 . 4
渡　　　　　船 8 , 6 3 5万9 2 . 9

計 9 0億6 , 7 2 1万3 1 . 2

平成26年度特別会計会計予算

平成2 6年度公営企業局企業会計予算

平成26年度 一般会計予算
1 4 3億2 , 5 0 0万円



歳入総額は、市町
村交付金（社会保障財
源化分）2 , 7 5 0万円、
歳出総額は、社会保
障経費その他に要す
る経費1 4億9 , 5 2 2万
4千円。内訳は、福
祉医療事業に１億
5 , 2 7 0万8千円（社会
保障財源化分 2 1 0万
円）、障害者自立支
援給付事業に４億
6 , 4 3 6万3千円（同
4 6 0万円）、老人福祉
事業に１億6 , 4 1 5万
5千円（同5 4 0万円）、
生活扶助費に３億

9 , 7 1 7万9千円（同
3 3 0万円）、国民健康
保険特別会計繰出金
に8 , 4 0 4万1千円
（同3 3 0万円）、介護保
険特別会計繰出金に
１億4 , 9 4 9万7千円
（同5 8 0万円）、救急医
療体制事業に1 , 5 4 7
万円（同6 0万円）、健
康増進事業・検診事
業に2 , 8 7 5万円（同
9 0万円）、予防接種
事業に3 , 9 0 6万1千
円（同1 5 0万円）であ
る。

平成2 6年度の合
併特例債関連事業
は、事業費総額で７
億5 , 1 8 3万8千円
（合併特例債５億9 , 0 6 0
万円）。その内訳は、
橘総合支所建設事業
に１億7 , 1 5 5万4千
円（合併特例債１億
6 , 2 9 0万円）、日良居庁
舎整備事業に8 , 7 6 5
万3千円（同8 , 3 2 0万
円）、廃棄物収集車
整備事業に1 , 5 7 0万
6千円（同1 , 4 9 0万円）、
公衆トイレ整備事業
に1 , 6 2 2万2千円
（同1 , 5 4 0万円）、観光

施設改修事業に１億
9 7 8万8千円（同１億
4 1 0万円）、道路改良
事業に１億6 , 6 8 8万
円（同6 , 4 5 0万円）、
学校施設耐震化事業
に１億8 , 2 2 7万4千
円（同１億4 , 4 0 0万円）、
歴史民俗資料収蔵庫
整備事業に1 7 6万1
千円（同1 6 0万円）で
ある。
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平成25年度３月補正予算 （千円）

増　　減 総　　額

一　　　般　　　会　　　計 ▲１億7 , 6 9 1万1 1 4 9億1 , 7 2 5万3

国 民 健 康 保 険 事 業 ▲7 , 3 9 5万1 3 5億8 , 5 5 0万8

後期高齢者医療事業 ▲1 , 5 8 1万9 4億　9 6 4万3

介　護　保　険　事　業 ▲3 , 1 6 3万5 3 3億3 , 8 0 1万2

簡　易　水　道　事　業 ▲1 5 5万4 8億3 , 4 6 1万9

下　水　道　事　業 ▲8 8 9万8 3億7 , 7 8 1万1

農 業 集 落 排 水 事 業 ▲4 8 9万3 3億2 , 6 9 9万7

漁 業 集 落 排 水 事 業 ▲2 2 7万4 3 , 3 7 7万6

公営企業局企業会計

収益的収入 1 , 7 2 1万1 4 8億6 , 8 6 6万9

収益的支出 1 , 7 1 9万2 5 3億7 , 2 4 2万8

資本的収入 ▲１億5 , 8 2 9万1 2 2億5 , 2 9 8万5

資本的支出 ▲１億3 , 1 7 8万4 2 3億3 , 5 1 9万6

特　
　　
別　
　　
会　
　　
計　

地方消費税交付金（社会保障財源
化分）を充当する社会保障事業

合併特例債関連の事業
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津波ハザードマッ
プについて
避難所は明記して
いると思うが、津波
の場合と台風等で
は、避難する場所が
違うのではないかと
の質問に、ハザード
マップの内容は、国
からマニュアルが示
されていないため、
国や県と相談しなが
ら避難所を明記した
いとの答弁。
自主防災組織率は

対外的には1 0 0％と
なっているが、町認
定組織率は2 2％と
聞いている。目標は
どれくらいかとの質
問に、目標はないが
出来るだけ多く組織
化してほしいとの答
弁。

政策企画課関係
社会保障・税番号
制度システム整備費
の補助率はいくら
か、稼働開始はいつ
かとの質問に、住基

シ ス テ ム 関 係 は
1 0 / 1 0、税システム
関係は2 / 3、年金の
関係は1 0 / 1 0でソフ
ト事業に対する補助
である。稼働開始に
ついては、住民に番
号をお知らせするの
が平成2 7年1 0月１
日から、各省庁間の
運用は平成2 8年1月
から順次稼働してい
くとの答弁。

普通交付税について
合併後1 0年間経

過による影響及び見
通しを聞きたいとの
質問に、合併後1 0
年間は特例措置が採
られてきたが、平
成2 7年度より周防
大島町１つとして
算定する1本算定
との乖離分が段階
的に縮小される。
平成2 5年度の特例
措置算定と１本算
定の乖離額は約1 6
億円となってい
る。国はこうした

状況に対する緩和策
を検討しているよう
であるとの答弁。

教育委員会関係
アレルギー問題と
は、具体的にはどん
な状況で、弁当の場
合の費用負担は、ど
のようになっている
かとの質問に、アレ
ルギーについては保
護者からの診断書等
の提出により対応し
ている。対象品目に
より、代替食又は除
去食で対応している
が、調理を別に行う
必要がある、また手
間と費用がかかるの
で、平成2 6年度か
ら新たな委託に変る
ため、経費の中に組
み込んでいる。小麦

等混入品目を判別し
にくい食材の場合
は、弁当を持参して
いただいており、個
人で負担してもらっ
ているとの答弁。

S S W（ソーシャル
スクールワーカー）派
遣事業は、新規事業
か、またいじめを無
くすため、どの様な
ことに取り組んでい
るのかとの質問に、
S S Wは、これまで
県の予算で派遣して
いたが平成2 7年度
より町が３分の１負
担することになっ
た。いじめ対策とし
て、各学校において、
毎週１回いじめに関
するアンケートを行
い実態把握に努めて
いるとの答弁。

（総務文教常任委員会　2014.3.10）

付託された議案は、いずれも可決す
べきものと決定。委員よりの質疑に対
し、答弁のうち、主なものについて報
告する。

委員長　　田 中 隆太郎



福祉課関係、保育
料同時入所２人目以
降無料化事業につい
て、公立保育所の対
象者は何人かとの質
問に対し、蒲野保育
所４人、久美保育所
７人、日良居保育所
５人の計1 6人を見込
んでいるとの答弁。
健康増進課関係、主
要事業（幸せに暮ら
せる町づくりのため
に）の拡充項目につ
いて、説明を求めら
れたことに対し、健
康増進計画推進事業
については、減塩運
動「ちょび塩」の推
進、啓発を行う。健
診・保健指導につい
ては国保事業になる
が、特定健診の受診
率向上のため、無料
クーポン券の配付や
自己負担金を減額す
る。働く世代の女性
支援のためのがん検
診推進事業について
は、過去４年間に節
目検診として子宮が
ん・乳がん検診の無
料クーポン券を配付
したが、無料クーポ

ン券を配付しても未
受診であった人に対
し、再度無料クーポ
ン券を配付すること
により受診を促す事
業であるとの答弁。

税務課関係、国保税
に係る平等割（世帯
割）、均等割、所得割
の人数等はとの質問
に対し、平等割（世帯
割）が3 , 9 4 0世帯で
対前年 1 1 5世帯の
減、均等割（被保険者
数）が6 , 3 8 2人で対
前年1 7 7人の減、所
得割が世帯数1 , 8 1 8
世帯、被保険者数
3 , 5 3 6人であるとの
答弁。
健康増進課関係、
平成2 6年度改正後
の賦課限度額の内訳
はとの質問に対し、
賦課限度額は８１万
円で、その内訳は医
療分5 1万円、介護
分1 4万円、後期支
援分1 6万円である
との答弁。また、介
護分と後期支援分が
上がることについて
は、国の方針により

平成2 6年度から、そ
れぞれ２万円ずつ引
上げられる。一方で、
低所得者の負担軽減
として、２割軽減、
５割軽減の拡大に伴
い対象世帯数が大幅
に増えるが、これに
ついては、国より補
填されるとの答弁。

県からの借り入れ
の返済が終わるとい
うことであるが、次
期６期の計画はいつ
からかとの質問に対
し、平成2 6年度に
策定作業を行い、期
間は平成2 7年度か
ら平成2 9年度まで
であるとの答弁。

看護基準1 3対１、
1 0対１に見合う看
護師の数はどれくら
いなのかとの質問に

対し、大島病院の看
護師の数で言えば既
に1 0対１はできる
が、単純に平均在院
日数の問題がある。
東和病院は1 5対１
を取っている。1 3
対１も取れる看護師
の数はいるが、病床
数が多いので難しい
と思われるとの答
弁。大規模災害に対
する食糧、伝達ネッ
トワーク、協力体制
等はどうなっている
のかとの質問に対
し、現段階では３病
院を拠点とする具体
案、体制はまだ作っ
ていないが、毎月施
設長等を集めた定例
会を行っているの
で、今後体制づくり
を検討する。また、
当局以外の柳井地区
周東総合病院をあわ
せた体制も考えてい
く必要があるとの答
弁。
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付託された議案は、いずれも可決すべ
きものと決定。委員よりの質疑に対し、
答弁のうち、主なものについて報告する。

委員長　　魚 谷 洋 一

一　般　会　計

公営企業局企業会計

国民健康保険事業
特　別　会　計 介 護 保 険 事 業

特　別　会　計

（民生常任委員会　2014.3.10）
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簡易水道事業特別
会計
海底送水調査検討
業務の内容はとの質
問に対して、送水管
を引くルートや配水
池の位置、概算事業
費等の全体構想の調
査費であるとの答弁。
下水道事業特別会計
久賀・大島地区の
下水道計画の説明会
で、その後の状況は
との質問に対して、
久賀・大島地区での
６回の説明会、自治
会長との説明会を３
回行い、その後、都
市計画決定の素案の
説明会を行ったが、
特段反対の意見はな
かった。また公聴会
を行う旨のお知らせ
をしたが、公述の申
し出も無かったこと
から概ね理解は得ら
れたと判断している
との答弁。

高齢者からごみの

分別が分かりにくい
との声を聞くが、何
か一工夫を凝らすこ
とはできないか。ま
た、収集で残された
ごみのその後の対応
はとの質問に対し
て、収集で残された
ごみは、理由を張り
紙にして注意し、搬
入した人が特定でき
れば説明にも行って
いる。また、自治会
から要望があれば説
明会をする。
分別は、できるだ
けリサイクルし、ご
みを減らすため他市
町と比較しても細か
くしている。今後も

分別の手引きを更新
したり、職員が説明
に出向いたりして今
の分別体制を維持し
たいとの答弁。

住宅リフォーム助
成事業の制度及び助
成金額等の変更はあ
るのかとの質問に対
して、多数の方から
の継続要望も踏ま
え、人口定住の促進
を図る目的を加え、
条件を緩和して事業
を延長した。対象物
件に新たに空き家も
対象とすることによ
り町外の者も助成対
象になる。
また、過去の受給
者に対しても実家等

の別の住宅を改修す
る場合等も対象とな
るとの答弁。

竜崎温泉の回数券
については、買い戻
すのではなく、期限
を定めて残った回数
券については、来年
３月までに新回数券
に交換したらどうか
との質問に対して、
購入者が保有してい
る旧回数券の利用を
促し、使用できなか
った回数券について
は、使用期限を定め
ない新しい回数券へ
の交換で対応するこ
とを検討していると
の答弁。

付託された議案は、いずれも可決すべ
きものと決定。委員よりの質疑に対し、
答弁のうち、主なものについて報告する。

委員長　　松 井 岑 雄

上下水道課関係

生活衛生課関係

商工観光課関係

建 設 課 関 係

（建設環境常任委員会　2014.3.10）
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平成2 1年４月に警察
署の再編整備において
大島警察署は、柳井警
察署に統合され、周防
大島幹部交番となった
が、4 2年間の永きにわ
たり地元住民にとって
警察は安全と安心のよ

りどころであり、歴史ある周防大島幹部交番
は県内で一番古く、庁舎の老朽化が進み、耐
震構造が基準を満たしていない。
地元住民の利便性や警察活動の効率性を充
分に考慮して建設場所を選定し、早期に建て
替えて警察機能の強化と治安維持に努め、安

心安全な明るい社会の実現を図るべきだと思
う。町長のご所見を伺う。
周防大島幹部交番の早期建て替えと、こ

れを機に本町全体を視野に入れた災害拠点と
して、また「安心・安全ステーション」とし
ての更なる機能強化を図られるように、県知
事及び県警本部長に要望している。
今後、町として周防大島幹部交番の建設場
所の選定等、事業の推進に当たり出来る限り
協力する。
なお、建設候補地として山口県警から防災
と防犯機能の一体化を図るため、大島防災セ
ンターの隣接地での
建設の考え方や、治
安の抑止力向上を図
るために、国道4 3 7
号線沿いという声も
ある。

答

問

吉 田 芳 春 議員

周防大島幹部交番の建て替え
と機能強化について

消防団の条例定数は何
名か。また、団員数と団
員の年報酬は低いとは考
えてないか。
条例定数は9 7 2名で、

２月１日現在の団員数は
9 0 1名である。年報酬に
関しては柳井地区消防組

合を構成する市町と比較しても平均的な額であ
り、極端に低いとは考えていない。
消防団の再入団は可能なのか。
消防団員の定年は条例で定めていないの

で、本人の申し出により退職を承認する事に
なる。また退職後の再入団については条例に
定める団員の資格を有する方であれば何度で

も再入団は可能である。
中学校合併等により自治会などに払い下げら

れたA E Dの電池交換、電極パッドの交換にかか
る経費は町が負担できないか。
公共的施設に町が設置したA E Dについて

は、電池パッド等の消耗品の買い替えや、本
体の買い替えは町で負担するが、自治会が独
自で購入し、設置したものについては、今の
ところ町で負
担する予定は
ない。

答

問

答
問

答

問

周防大島町消防団と
自治会等のAEDに関して

平 野 和 生 議員

A E D 使用期限 価　格（円）
本　　　体 ５～７年 3 0 0 , 0 0 0円～
バッテリー ３～４年 1 6 , 0 0 0円～
電極パッド ２年 8 , 0 0 0円～

※参考



周防大島町議会広報　2014（平成26年）第37号 9

消費税８％引き上げ
の町民の負担増は。
一般会計（公共施設使

用料～ゴミ袋等）4 0 0万円、
特別会計（水道、下水、渡
船等）7 6 0万円の負担の
増と思われる。
町非常勤職員の賃上

げを求める。

昨年の最低賃金の引き上げをしたので現
状では困難。
若者定住促進に住宅建設の促進を求める。
現在4 0戸の町営住宅の空きがありこの活

用を進めている。また「空き家バンク」（リフ
ォーム、家財処分の一部に補助）登録物件の増加
を図りたい。この活用を進めている。
身近な環境整備の推進を求める。
今後久賀・大島地区下水事業の推進を進

めてゆく。ソフト面では子供の医療費無料化、
保育料の軽減対策（昨年より）実施している。
赤線青線の補助

の充実を求める。
小規模、補助等

臨機応変に対応し
てゆく。

答

問

答
問

答
問

答

問

答

問

広 田 清 晴 議員

住みよい町づくりのためには

現在の臨時職員等の状況は、社会保険対
象外の雇用者のべ人数は4 8 6人、賃金等は
１億5 , 8 0 3万円、社会保険対象は4 8人
5 , 9 0 5万円

各各各 施施 設設 のの 指指 定定 管管 理理 者者 をを 決決 定定
施設の名称 指定管理者 指定の期間

油 　 宇 　 集 　 会 　 施 　 設 油 宇 自 治 会
小 　 泊 　 集 　 会 　 施 　 設 小 泊 自 治 会 H 2 6 . 4 . 1～
周防大島町高齢者生活福祉センター和田苑 社会福祉法人周防大島町 H 2 7 . 3 . 3 1
周防大島町高齢者生活福祉センターしらとり苑 社会福祉協議会

３月1 2日、耐震面で不安であった
久賀中学校が、新しくなりました。

３月2 0日、明治
６年３月より、和
田・内入・小泊地
区の初等教育のよ
り所として、1 4 0
年以上にわたり輝
かしい歴史を刻ん
できた和田小学校
の閉校式がありま
した。ありがとう
和田小。
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（左から前列）魚谷 洋一、濱本 康裕、田中隆太郎、
（左から後列）平野 和生、松井 岑雄、平川 敏郎

荒川政義議員


